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業界・市場動向 
 

■11月のＬＰガス需給動向 

日本ＬＰガス協会が発表した11月のＬＰガス需給実績によると、主力の一般用需要は

前年同月比10.4％減の133万1,000トンとなり、９ヶ月連続で前年を下回り、２ケタの減少

幅となった。品種別では、プロパンが同5.6％減の98万5,000トン、ブタンが同21.9％減の

34万6,000トンとなった。輸入船直納分を含めた全体需要は、プロパンが同5.1％減、ブタ

ンは同16.7％減、合計同8.5％減の137万8,000トンとなった。 

一方、供給量は、プロパンが同10.0％増の104万2,000トン、ブタンが同24.9％増の41万

6,000トン、合計同13.9％増の145万8,000トンとなった。内訳は石油化学が同23.3％減の2

万3,000トン、石油精製の国内生産分が同0.3％減の30万3,000トン、輸入分が同19.7％増

の113万2,000トンとなった。11月末の全国流通在庫は267万7,000トンだった。（需給表–資
料編（資料1）参照） 

 

■ＬＰガス流通関連３団体、合併手続き開始 

～「エルピーガス協会」2009年４月１日始動～ 

（社）日本エルピーガス連合会、（社）全国エルピーガス卸売協会、（社）全国エルピー

ガススタンド協会のＬＰガス流通関連３団体は、それぞれ12月16日に臨時総会を開催し、

日連を存続法人とする合併契約を正式に承認し、合併の手続きを開始した。あわせて新

団体の名称を「エルピーガス協会」とし、会長に川本宣彦(日連会長)、副会長には牧野明

次(全卸協会長)、米田正幸(全スタ協会長)となる主要役員・理事なども承認した。新団体

は、経済産業省より合併の認可を得た後、2009年４月１日に正式に発足する予定であ

る。 

臨時総会では、新団体のビジョンにあたる「新団体における活動理念」を明示した。同

活動理念には、①ＬＰガス業界をめぐる環境変化への対応、②業界に対する信頼感の醸

成、③地球環境問題等への対応、④，エネルギー間競争への対応、の４つの基本理念

と、基本理念をベースにした10項目の具体的活動が示された。新団体では、顧客満足度

やＬＰガスのブランド力の向上、新たな需要開発への取組みなどの戦略を展開し業界の

さらなる発展を目指して活動していくとしている。 

なお、活動理念の全文は下記のＵＲＬから取得できる。 

http://www.japanlpg.or.jp/gappei.html
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【新団体の理念を生かした具体的活動（１０項目）】(抜粋) 

 

① 業界の健全な発展の推進 

・流通の各部門における経営の合理化・効率化の推進 

・顧客満足度の向上とＬＰガスのブランド力の向上 

② ＬＰガス業界の信頼性向上 

・お客様に選択されるエネルギーとなるための方策の検討 

・「取引の適正化・透明化」を通じた信頼性向上によるイメージアップ 

③ 新たな需要開発への取り組み 

・工業用、自動車用、業務用、家庭用などにおけるＬＰガスの新たな需要開発や需要拡大への取

り組み 

④ 保安の高度化および災害対応 

・ＬＰガスの製造、配送、消費、スタンド等に関する保安の一層の高度化 

・復旧が早いＬＰガスの利点を生かした災害時対応の実施及び防災需要の開拓 

⑤ 競合エネルギー対策の実施 

・電力をはじめとする競合エネルギー対策の実施 

・ＬＰガスがお客様から選ばれるエネルギーとなるような営業戦略の開拓 

⑥ 環境対策 

・環境にやさしいＬＰガスの活用を促進する活動の実施 

・高効率給湯器等省エネルギーに資するＬＰガス機器の販促 

⑦ ＬＰガス自動車の普及拡大 

・運送業界、自治体での利用、さらには一般乗用車にも普及する方策の実施 

⑧ 新技術の利用促進 

・家庭用燃料電池、コンポジット容器等の普及、ＤＭＥはじめ混合燃料等の普及促進 

⑨ 国際交流の実施 

・輸入ソースの多角化、産ガス国との友好関係を確立するための国際交流の実施 

・先進国との交流、途上国への技術移転等ＬＰガスにおける国際交流の促進 

⑩ 政策提言 

・法令制度・保安基準・税制等の各種公的制度に関する業界としての政策提言 

 

■コラボ、「長期使用製品安全表示制度」のガイドラインを作成 

日本ガス体エネルギー普及促進協議会(通称コラボ)は、消費生活用製品安全法及び

消費生活用製品安全法施行令の改正により2009年４月１日から開始される「長期使用製

品安全点検制度」についてガイドラインを作成し、12月２日に説明会を開催した。 

同制度では、経年劣化による重大事故発生率は高くないものの、事故件数が多い製

品と指定された９品目(特定保守製品)に対し点検や点検通知の義務が課せられる。ガイ

ドラインには、ガス供給事業者として制度の具体的な運用方法について指針を設けてい

る。 
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■「エコジョーズ」100万台、「Ｓｉセンサーコンロ」200万台を突破 

(社)日本ガス石油機器工業会および日本ガス体エネルギー普及促進協議会（通称：コ

ラボ）は、潜熱回収型ガス給湯器「エコジョーズ」と「Ｓｉセンサーコンロ」について、2008年

11月末時点の累積出荷台数がそれぞれ100万台、200万台を突破したと発表した。 

「エコジョーズ」は2002年10月から本格販売を開始し、11月末で累積台数103万２千台

となった。これにより、約30万ｔのＣＯ２削減効果が期待できるとしている。「Ｓｉセンサーコ

ンロ」は、2008年10月の義務化を先取り４月から全口に安全機能が標準装備され、11月

(出典：(社)日本ガス石油機器工業会／

末で累積台数227万３千台が出荷された。 

 

日団協、災害対策用バルクの公募を延長 

(災害対策用

バ

 

日本ガス体エネルギー普及促進協議会) 

 

■

日本ＬＰガス団体協議会(日団協)は、「石油ガス安定供給対策補助事業」

ルク)の二次公募の４件、46ヶ所の補助金申請受理を11月27日に決定した。また、当

初は二次公募締め切りの11月14日で募集を締め切る予定だったが、予算額に達するま

で公募期間を延長する。 
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■ＣＯ２排出量取引試行に501者が参加申請 

制度に、501の企業等が参加申請を

行ったと発表した。参加申請したのは、12月12日までの募集期間中に、①自ら目標を設

定する「目標設定参加者」として446社、②専ら取引を行う「取引参加者」として50社、③

大手都市ガス４社、電力９社(沖縄電力を除く)などのエネルギー会社や鉄鋼、自動車

など様々な業種の企業が申請を行った。

経済産業省は10月21日から開始した国内排出量

国内クレジットの供給事業者として５社の計501者である。 
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エネルギー業界の動き 
 

 

■エコキュート、累計出荷台数150万台を突破 
 

自然冷媒（ＣＯ２）ヒートポンプ給湯機「エコキュート」が150万台の大台を突破した。電気

事業連合会および社団法人日本冷凍空調工業会、財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター

のまとめによると、2008年10月末時点の累計出荷台数が152万9,000台となった。2007年

度は建築基準法改正の影響を受け伸び率が鈍化したものの、2008年度は、第１四半期

(４－６月)11万1,598台(前年比22.4％増)、第2四半期(７－９月)13万3,132台(前年比28.8％

増)と、2008年度に入って20％台の伸びが続いている。 

電力会社が積極的にPRなどが行った結果、オール電化住宅の新築住宅での採用数は

堅調に推移している。また、地球環境問題への関心の高まりなどを背景にエコキュートの

市場は拡大し続けている。さらに省エネ機器として国によるエコキュート向け補助事業は

2008年度は約108億円と100億円の大台を維持するなど、普及の体制は十分整った。 

電気事業連合会は2020年度までにエコキュートを約1,000万台普及させることを目標に

しているが、このような業界の動きを受け、電機メーカー各社は機器の機能向上を図るな

どエコキュート拡販に力を入れている。 

パナソニックは独自の酸素入浴機能に加え、パワフル高圧給湯の新製品２機種を12月

１日から発売した。三菱電機はマイクロバブルを用いた「ふろ配管自動洗浄機能」搭載機

種などで他社との差別化を進めている。日立アプライアンスの「ナイアガラ出湯」は、高い

水圧のまま瞬間湯沸しするので台所と浴室で同時にお湯を出してもたっぷりのお湯を使

える。 

さらに、各メーカーでは商品だけでなく、販売方法の研修などにも力を入れている。日

立アプライアンスは販売担当者に対する機器の性能や取り扱い方の実習を強化するため

に実機を体験できるスタジオを東京、関西、九州に開設した。パナソニックは工務店や電

気工事店などサブユーザー向けに営業方法や提案力強化などの研修を行っている。 

 

【エコキュートの累計国内出荷台数の推移】 

(出典：電気事業連合会／(社)日本冷凍空調工業会／（財）ヒートポンプ・蓄熱センター)
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ニュースヘッドライン 

 

 
《ＬＰガス業界関連》 
� 岡谷酸素・オカネット21C、諏訪市の清水学園にLPGマイクロバスを寄贈 

(12/02 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 甲賀エナジーが貯蔵タンク増設  (12/02 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� ＬＰＧ業界 格差是正に本腰 冷遇の原因「代エネ法」改正、チャンス 

(12/03 ＦｕｊｉＳａｎｋｅｉ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ ｉ．) 

� 国民生活センター、電温の訪販相談急増で日本訪販協会に要望  (12/03 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 団地コージェネのバリエーション拡大へ  (12/03 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

簡易ガス協、事業協力者や地区の発掘なども検討 

� コラボ、点検制度のガイドライン作成  (12/04 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

ガス事業者に求められる制度運用の注意点を示唆 

� ＬＰガス事故、１～７月の累計で132件に  (12/08 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 東北業界、12、１月検針分から値下げ  (12/10 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 丸八がＣＯ２排出権付き太陽光発電販売  (12/10 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

中部６県初、環境貢献でイメージアップ 

� ＬＰＧ対策議連と初の政策協定、業界発展基本に  (12/11 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

政治連盟、基盤強化・競争環境整備・信頼感醸成など狙う 

� 家庭用ＬＰガス料金、値下げは年明け本格化  (12/16 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

省エネ優遇・需要喚起に配慮し、㎥計70円程度 

� 自民党対策議員連が総会、ＬＰＧ業界の発展確保を決議  (12/17 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 日団協、災害バルク補助の公募延長  (12/17 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� ４月１日「エルピーガス協会」始動  (12/18 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

３団体が臨時総会、時代を先取りしスピード感のある政策発動 

� ＬＰガスプラント高年齢化進捗、ＪＬＰＡ検査委調査  (12/19 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 伊藤忠エネクスHL東北がＬＰＧスクーター導入  (12/19 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� エネクス、シナネンがリフォーム会社共同運営  (12/19 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

太陽光・エコウィル・燃料電池などの展開も具現化 

� エコジョーズ100万台、Ｓｉコンロ200万台突破  (12/22 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

ＪＧＫＡ・コラボ、ＣＯ２削減効果30万ｔ 

 

《行政関連》 
� エネ庁、日連に取引適正化と契約トラブル防止で文書  (12/08 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 「環境車」の税優遇拡大、自民税調方針、重量税も対象―新規購入時、３段階で 

(12/11 日本経済新聞) 

� 経済省、ガス事業者に新エネ供給義務化の方針  (12/15 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

日協は省エネガス機器の義務化見送り求める 

� 代エネ改正小委終了、来年総合部会へ  (12/22 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

 

《技術開発関連》 
� 北ガスと北海道がトヨタ新型燃料電池車の冬季走行試験に協力 (12/02 電気新聞) 

� エネクス、ＬＰガス営業用新システム開発  (12/04 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 

� 帝都産業、ＬＰＧとガソリン併用のスクーター用転換キット完成 (12/09 日刊工業新聞) 

� インテグラル、「ランサー」ＬＰＧハイブリッド車発売  (12/15 日刊ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ･ﾌﾞﾀﾝ情報) 
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り 
 

 

世界の電力・ガス会社 

 

 シンガポール・パワー（ＳＰ）  

 

■企業概要 

シンガポール・パワー(ＳＰ)はシンガポールで唯一の電力会社で、同国で最大規模の企業の1

つである。シンガポールやオーストラリアで電気やガス事業、エネルギーサポートサービスを行っ

ている。 

同社は1995年10月に公益事業局から電気、ガス事業を引き継ぐ民間会社として設立された。

現在は、政府の持ち株会社であるテマセク・ホールディングスの100％出資子会社である。発電、

送配電、小売り、供給などの主要業務はSPパワーアセッツ、SPパワーグリッド、SPサービスィズ、

パワーガスの４つの子会社に分離されている。 

SPパワーアセッツは2万8,000km以上にも及ぶ地下ケーブルを含む送配電資産を保有してい

る。その管理や運営はSPパワーグリッドが行っている。SPサービスィズは電力、ガス、水道の顧

客に対し検針・集金やデータ管理などの支払いサービスや、公益事業局やCity Gasなどに代わっ

て集金業務を行っている。 

パワーガスはシンガポール唯一のガス輸送会社で、ガスの導管や供給設備を所有・運営して

いる。同社はスマトラやマレーシアから運ばれる天然ガスの受入施設を沿岸沿いに２ヵ所と

2,800kmのパイプラインを保有している。 

海外に目を向けると、2004年７月にオーストラリアの大手電力・ガス会社TXUオーストラリアを

買収し、SP Ausnetを設立した。同社はビクトリアで送電線、西ビクトリアで配電設備、東ビクトリ

アでガスパイプライン網を保有・運営している。2007年7月には買収したオーストラリアのエネル

ギー会社アリンタの資産保有会社SPI（Australia）アセット（SPIAA）を設立した。西オーストラリア

州でアリンタが所有していた資産の管理を行い、西オーストラリアをまたぐガスパイプラインを所

有している。SPIAAの2008年3月末時点の資産は90億オーストラリアドルである。 

シンガポール・パワーの資産は2008年3月末時点で290億シンガポールドルとなり、2002年の2

倍以上に増加した。このうち5年前には18％だった海外資産が70％を占めている。2008年3月期

の業績は、利益が10億9,000万シンガポールドル、売上が4％増の54億シンガポールドルとなった。

これは主に買収したアリンタの資産が寄与している。 

 

■最近の投資状況 

シンガポールは世界でも停電が少ない都市であることから、SPパワーグリッドの電力ネットワ

ークは世界最高として評価されている。これは、特に状況モニタリング分野での新ネットワーク技

術の採用に負うところが大きい。同社は、高い運営パフォーマンスを維持し、エネルギー需要増

に対応するためシンガポールやオーストラリアのネットワークのリニューアルや拡張を行い、この

5年間で約43億シンガポールドルを投資した。また、都市部の人口過密地区にある1,000以上の
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変電所をワイヤレスリモートシステムに変更する計画は2009年末に完了する予定である。 

2007年9月、パワーガスはエネルギー・マーケット庁によってシンガポール初のLNGターミナル

の開発と運営者に選任された。Jurong島に建設されるプロポーザルターミナルは、年間300万トン

の送出能力を持つ。2012年までに商業運転開始の予定である。 
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